
証券コード：5290
　

第４回 定 時 株 主 総 会

招集ご通知
　

開催日時
2022年６月29日(水曜日) 午前10時
受付開始午前９時

開催場所
東京都千代田区麹町六丁目６番地
スクワール麹町　３階会議室
(末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

議　　案
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 定款一部変更の件
第3号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役4名選任の件
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＜新型コロナウイルス感染症への対応について＞
新型コロナウイルス感染症の予防措置として、運営
スタッフのマスク着用やアルコール消毒液の設置な
どを講じてまいります。
本定時株主総会にご出席される株主様は、開催日当
日の感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マ
スク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場
いただきますようお願い申し上げます。

　
株主総会にご出席されない場合

書面（郵送）又はインターネット等により議決権を行
使くださいますようお願い申し上げます。
議決権行使期限
2022年６月28日(火曜日) 午後５時45分まで

　



証券コード　5290
2022年６月10日

株　主　各　位
東京都千代田区麹町五丁目７番地２

株式会社ベルテクスコーポレーション
取締役社長 土 屋 明 秀

1. 日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時（受付開始午前９時）
2. 場 所 東京都千代田区麹町六丁目６番地

スクワール麹町　３階会議室
(末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第４期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結
計算書類ならびに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結
果報告の件

2. 第４期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案
第４号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件

４. 招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表

示をされたものとしてお取り扱いいたします。

第４回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第４回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４ページから５
ページのご案内に従って、2022年６月28日（火曜日）午後５時45分までに議決権を行使し
てくださいますようお願い申し上げます。

敬具
記
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（2）インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決
権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

（3）議決権行使書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、到
着日時を問わず、インターネット等による議決権行使を有効なものとしてお取り扱
いいたします。

（4）議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一
行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

以　上

－ 2 －



◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げ
ます。

◎ 総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承いただきま
すようお願い申し上げます。

◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表及び個別注記表につきまして
は 、 法 令 及 び 当 社 定 款 第16 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.vertex-grp.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知には添付し
ておりません。なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計
算書類は、会計監査人及び監査等委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監
査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、当社
ウェブサイト（https://www.vertex-grp.co.jp）に修正後の内容を掲載させていただき
ます。

◎ 新型コロナウイルス感染症の予防措置として、運営スタッフのマスク着用やアルコール
消毒液の設置などを講じてまいります。
　本定時株主総会にご出席される株主様は、開催日当日の感染状況やご自身の体調をお確
かめのうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますようお願い
申し上げます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願
い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送く
ださい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2022年６月28日（火曜日）
午後５時45分到着分まで

2022年６月28日（火曜日）
午後５時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３・４号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
株式会社ベルテクスコーポレーション 御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

株式会社ベルテクスコーポレーション

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使と
してお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書
株式会社ベルテクスコーポレーション 御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

株式会社ベルテクスコーポレーション

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
株式会社ベルテクスコーポレーション 御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

株式会社ベルテクスコーポレーション

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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事 業 報 告
（2021年 4 月 1 日から

2022年 3 月31日まで）

(添付書類)

Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
1.　事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種を
拡大したことにより経済活動の一部に正常化の兆候が見え始めているものの、ウクライ
ナ情勢等に伴って原油等の原材料の価格が高騰し、個人消費や企業活動の持ち直しが足
踏みする傾向がみられるため、先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループが属する業界におきましては、異常気象等を原因とした大規模な自然災
害に備えるため、国土強靭化に取り組む必要性が叫ばれており、公共投資は堅調に推移
しております。このような環境の中、グループの中核であるゼニス羽田株式会社と株式
会社ホクコンが2021年４月に合併し、2024年３月期を最終年度とする第二次中期経
営計画を遂行しました。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高は37,514百万円（前年同期比0.7%
減）、営業利益は6,143百万円（前年同期比16.1%増）、経常利益は6,434百万円（前
年同期比14.2%増）、親会社株主に帰属する当期純利益は4,242百万円（前年同期比
12.9%増）となりました。

　セグメント業績を示すと、次のとおりであります。
（コンクリート事業）

業務プロセスの改善による生産性の向上は建設業界における主要なテーマのひとつ
であり、建設業界からのコンクリート製品のプレキャスト化への要望は徐々に高まり
つつあります。また、当社が優位性を発揮する浸水対策は、防災・減災、国土強靭化
等の政府の施策の中においても緊急の課題として位置付けられております。このよう
な追い風を受ける中、原材料価格の動きを注視し、リスクに関しても慎重に対応して
きました。当期においては、低採算製品の見直し及び高付加価値製品の販売に注力
し、販売単価の上昇に努めました。これらの結果、売上高は前年同期比0.4%減の
28,414百万円、セグメント利益は前年同期比13.6％増の5,549百万円となりまし
た。

（パイル事業）
Hyper-ストレート工法及び節杭を用いたFP-BESTEX工法をもとに、当社グループ

が優位性を有する地域に活動を集中することによって、 運送費の削減及び人員の合理
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化による労働生産性の向上を図りました。これらの結果、売上高は前年同期比19.0％
減の2,343百万円、セグメント利益は前年同期比15.3％増の85百万円となりまし
た。

（防災事業）
山間部における落石及び土砂災害対策が急務となっていることから、未然に防ぐ対

策を講じることが継続して求められています。実物実験による研究開発にいち早く取
り組みながら、市場におけるシェアを確保できるように、ループフェンス、MJネッ
ト等、今後の売上計上が期待される製品の受注活動を積極的に行いました。当連結会
計年度においては、高付加価値製品の出荷が堅調に推移し、売上高は前年同期比
9.5％増の4,565百万円、セグメント利益は前年同期比1.7％増の1,194百万円となり
ました。

（その他）
新型コロナウイルス感染症の影響によって不動産賃貸市場は不透明感があるもの

の、賃貸収益は堅調に推移しました。また、セラミックス事業が好調に推移したこと
から、売上高は前年同期比1.4％増の2,190百万円、セグメント利益は前年同期比
0.2％増の459百万円となりました。

2.　対処すべき課題
　今後のわが国経済は、個人消費や企業活動の持ち直しに足踏みがみられることから先
行きが不透明ではあるものの、緩やかに回復することが期待されています。
　当社グループが属する土木分野を中心とするわが国の建設業界においては、民間の建
設投資、国土強靭化や防災・減災対策、老朽化が進む社会インフラの維持・更新需要の
高まり等に対応するための労働力の確保が課題となっております。
　当社グループは、コンクリート二次製品業界で初となる大型水平統合により、業界随
一の全国規模のネットワークを備える企業グループとなっております。また、2021年4
月にゼニス羽田株式会社と株式会社ホクコンの2社が合併し、商号をベルテクス株式会
社に変更してシナジー効果をさらに高めていく方針です。
　今後は、技術、研究開発、人材、設備等、グループ内の有形無形の資産を最大限に活
用し、建設業界、ひいてはわが国の課題解決の一助となるべく、革新的な製品の開発・
供給に取り組んでまいります。
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3.　設備投資等の状況
　当連結会計年度中の設備投資の総額は、1,783百万円でありその主なものは次のとお
りであります。
　コンクリート事業におきましては、製品製造に係る型枠類の更新投資及び製品製造に
係る機械等、1,078百万円の設備投資を行いました。
　パイル事業におきましては、製品製造に係る機械等、31百万円の設備投資を行いまし
た。
　防災事業におきましては、製品製造に係る機械等、60百万円の設備投資を行いまし
た。
　その他におきましては、ホテル建設及びセラミックス製品製造に係る金型類の更新投
資及び機械設備等、504百万円の設備投資を行いました。
　全社共通として、会計・人事・基幹システム構築等に108百万円の設備投資を行いま
した。

4.　資金調達の状況
　該当事項はありません。

5.　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

6.　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

7.　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

8.　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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区　　分
第 １ 期

2019年3月期

第 ２ 期

2020年3月期

第 ３ 期

2021年3月期

第 ４ 期
(当連結会計年度)
2022年3月期

売 上 高 (百万円) 29,701 39,014 37,763 37,514

経 常 利 益 (百万円) 2,694 3,959 5,635 6,434

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 5,934 2,336 3,759 4,242

１株当たり当期純利益 (円) 712.28 262.01 428.41 482.89

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益 (円) － 261.07 425.25 477.82

総 資 産 (百万円) 43,569 42,046 46,265 47,419

純 資 産 (百万円) 21,949 23,014 26,248 29,196

9.　企業集団の財産及び損益の状況の推移

(注)１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を当連結会計年度の期

首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

ベ ル テ ク ス 株 式 会 社 100 100.0 コンクリート事業・防災事業
その他

ベ ル テ ク ス 建 設 株 式 会 社 30 100.0 コンクリート事業・防災事業

株式会社ホクコンプロダクト 20 100.0 コンクリート事業

北関コンクリート工業株式会社 20 100.0 コンクリート事業

ユニバーサルビジネス企画株式会社 50 100.0 コンクリート事業・その他

東北羽田コンクリート株式会社 10 100.0 コンクリート事業

九 州 ベ ル テ ク ス 株 式 会 社 50 100.0 コンクリート事業・防災事業
その他

ホクコンマテリアル株式会社 50 100.0 パイル事業

株 式 会 社 ウ イ セ ラ 10 100.0 その他

株 式 会 社 Ｍ ・ Ｔ 技 研 10 100.0 その他

アイビーソリューション株式会社 30 100.0 その他

株式会社ハネックス・ロード 10 100.0 その他

10.　重要な親会社及び子会社の状況（2022年３月31日現在）
①　重要な親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）1.　「主要な事業内容」欄については、セグメントの名称を記載しております。
2.　議決権比率は、間接所有割合も含めて記載しております。
3.　当社の完全子会社である株式会社ホクコン及びゼニス羽田株式会社は、2021年4月1日を効力
発生日として、ゼニス羽田株式会社を存続会社、株式会社ホクコンを消滅会社とする吸収合併
を行い、商号をベルテクス株式会社に変更いたしました。

4.　当社の完全子会社であるユニバーサルビジネス企画株式会社及びホクコントラスト株式会社
は、2021年4月1日を効力発生日として、ユニバーサルビジネス企画株式会社を存続会社、ホ
クコントラスト株式会社を消滅会社とする吸収合併を行いました。

5.　当社の完全子会社であるゼニス建設株式会社は、2021年4月1日付で商号をベルテクス建設株
式会社に変更いたしました。

6.　当社の完全子会社である株式会社ディーシーは、2021年4月1日付で商号を九州ベルテクス株
式会社に変更いたしました。
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

株 式 会 社 エ ヌ エ ク ス 10 47.6 その他

会社名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

ベ ル テ ク ス 株 式 会 社 東京都千代田区麹町五丁目７番地２ 7,040百万円 8,972百万円

③　重要な関連会社の状況

（注）　当社子会社のベルテクス株式会社は、菊一建設株式会社の議決権比率20%相当の普通株式を保有
しておりましたが、2022年2月25日付で議決権比率10%相当の普通株式を売却したため、同社は
持分法適用会社から除外されました。

連結子会社は前頁に記載の12社であり、持分法適用会社は上記の1社であります。

④　事業年度末日における特定完全子会社の状況

事 業 部 門 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容

コ ン ク リ ー ト 事 業 マンホール、ヒューム管、ボックスカルバート等のコンクリート二次製品
の製造・販売、その関連商品の販売並びにこれらの製品の据付工事

パ イ ル 事 業 遠心力プレストレスコンクリートパイルの製造・販売並びに杭打工事

防 災 事 業 落石防護柵等の防災製品の製造・販売、その他関連商品の販売並びに設置
工事

そ の 他

・ニューセラミックス製品の製造・販売
・機器レンタル及び資材販売
・RFID（非接触ICタグ)の販売
・コンクリート調査・試験
・システム開発・販売
・不動産賃貸　　　　　　等

11.　主要な事業内容（2022年３月31日現在）
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名 称 拠 点 事業所（所在地）

ベ ル テ ク ス ㈱

本 社
営 業 所

本社（東京都千代田区）、札幌営業所（北海道札幌市）、東北
営業所（宮城県仙台市）、山形営業所（山形県長井市）、水戸
営業所（茨城県水戸市）、北関東営業所（茨城県結城市）、栃
木営業所（栃木県小山市）、群馬営業所（群馬県安中市）、埼
玉営業所（埼玉県さいたま市）、千葉営業所（千葉県千葉
市）、横浜営業所（神奈川県横浜市）、山梨営業所（山梨県甲
府市）、長野営業所（長野県松本市）、富山営業所（富山県富
山市）、石川営業所（石川県金沢市）、福井営業所（福井県福
井市）、静岡営業所（静岡県静岡市）、名古屋事務所（愛知県
名古屋市）、岐阜営業所（岐阜県岐阜市）、三重営業所（三重
県津市）、滋賀営業所（滋賀県愛知郡愛荘町）、京奈営業所
（京都府城陽市）、北近畿営業所（京都府福知山市）、大阪事
務所（大阪府大阪市）、和歌山営業所（和歌山県和歌山市）、
兵庫営業所（兵庫県明石市）、岡山営業所（岡山県岡山市）、
山陰営業所（鳥取県西伯郡大山町）、鳥取営業所（鳥取県鳥取
市）、島根営業所（島根県出雲市）、福岡営業所（福岡県福岡
市）

工 場

結城工場（茨城県結城市）、熊谷工場（埼玉県熊谷市）、千葉
工場（千葉県山武郡横芝光町）、静岡工場（静岡県磐田市）、
富山工場（富山県高岡市）、武生工場（福井県越前市）、森田
工場（福井県福井市）、桑名工場（三重県桑名市）、甲賀工場
（滋賀県甲賀市）、滋賀工場（滋賀県愛知郡愛荘町）、京都工
場（京都府城陽市）、兵庫第1工場（兵庫県西脇市）、兵庫第2
工場（兵庫県小野市）、和田山工場（兵庫県朝来市）、大山工
場（鳥取県西伯郡大山町）

12.　主要な拠点等（2022年３月31日現在）
＜当　社＞
本　社　　東京都千代田区
＜子会社＞
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名 称 拠 点 事業所（所在地）

ベルテクス建設㈱ 本 社
営 業 所

東京本社（東京都千代田区）、大阪本店（大阪府吹田市）、西
多摩営業所（東京都青梅市）、兵庫営業所（兵庫県小野市）

㈱ホクコンプロダクト 本 社 本社（福井県福井市）

北関コンクリート工業㈱ 本 社
工 場 本社・工場（群馬県安中市）

ユニバーサルビジネス企画㈱ 本 社 本社（福井県福井市）

東北羽田コンクリート㈱ 本 社
工 場 本社・工場（山形県長井市）

九州ベルテクス㈱ 本 社
工 場

本社（福岡県福岡市）
工場（長崎県東彼杵郡川棚町)

ホクコンマテリアル㈱ 本 社
営 業 所

本社（福井県福井市）、関西支店（大阪府大阪市）、北陸支店
（福井県福井市）、敦賀営業所（福井県敦賀市）、金沢事務所
（石川県金沢市）、中部支店（愛知県名古屋市）

工 場 敦賀工場（福井県敦賀市）

㈱ ウ イ セ ラ 本 社
工 場
営 業 所

本社・工場（岐阜県瑞浪市）、東京営業所（東京都千代田区）、
中部営業所（岐阜県瑞浪市）、大阪営業所（大阪府大阪市）

㈱ Ｍ ・ Ｔ 技 研
本 社
営 業 所

本社（大阪府吹田市）、福井営業所・中央材料研究所（福井県
鯖江市）、北陸事業所（石川県金沢市）、東海営業所（愛知県
名古屋市）、関東営業所（東京都千代田区）、東北営業所（宮
城県仙台市）、山陰営業所（鳥取県西伯郡大山町）

アイビーソリューション㈱ 本 社
営 業 所

本社（福井県福井市）
東京出張所（東京都千代田区）

㈱ハネックス・ロード 本 社
営 業 所 本社（東京都千代田区）、京都営業所（京都府城陽市）
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セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度
末 比 増 減

コ ン ク リ ー ト 事 業 815名 △35名

パ イ ル 事 業 72名 △４名

防 災 事 業 42名 ５名

そ の 他 99名 △12名

全　　　　社　　　　（共　　　　通) 41名 △３名

合 計 1,069名 △49名

13.　従業員の状況（2022年３月31日現在）

（注）1.　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員（期中平均雇用人数85名）は含んでおりません。
2.　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

借 入 先 借 入 金 残 高
百万円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,006

株 式 会 社 り そ な 銀 行 832

14.　主要な借入先（2022年３月31日現在）
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1.　発行可能株式総数 46,000,000株
2.　発行済株式の総数 8,989,735株(自己株式1,194,715株を除く)

（注）　2021年6月30日付で実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は前期末と比べて
1,500,000株減少しております。

3.　当事業年度末の株主数 6,083名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

太 平 洋 セ メ ン ト 株 式 会 社 812,586 9.039
GOLDMAN　SACHS　INTERNATIONAL 427,000 4.749

一 般 財 団 法 人 ベ ル テ ク ス グ リ ー ン 財 団 400,000 4.449

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ　＆　ＣＯ．ＲＥＧ 344,900 3.836

株 式 会 社 岩 崎 清 七 商 店 248,735 2.766

株 式 会 社 り そ な 銀 行 232,207 2.583

岩 崎 泰 次 198,100 2.203

重 田 康 光 192,700 2.143

デ ン カ 株 式 会 社 163,024 1.813

株 式 会 社 和 田 商 店 158,052 1.758

Ⅱ　会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）

4.　上位10名の株主

（注）持株比率は、発行済株式の総数より自己株式(1,194,715株)を控除して計算しております。また、
上記大株主に自己株式は含めておりません。

5.　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2019年度第1回新株予約権 2020年度第1回新株予約権 2021年度第1回新株予約権

発行決議日 2019年６月27日 2020年６月26日 2021年６月29日

新株予約権の数 47,920個 46,100個 31,200個

新株予約権の目的とな
る株式の種類と数

普　通　株　式 47,920株 普　通　株　式 46,100株 普　通　株　式 31,200株

(新株予約権1個につき1株) (新株予約権1個につき1株) (新株予約権1個につき1株)

新株予約権の払込金額 1円 1円 1円

新株予約権の行使に際
して出資される財産の
価額

新株予約権1個当たり768円 新株予約権1個当たり1,110円 新株予約権1個当たり2,595円

(1株当たり768円) (1株当たり1,110円) (1株当たり2,595円)

権利行使期間
2019年８月２日から 2020年８月４日から 2021年８月3日から

2049年８月１日まで 2050年８月３日まで 2051年８月2日まで

行使の条件 （注） （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
(監査等委員を除く)

新株予約権の数 24,040個 新株予約権の数 23,000個 新株予約権の数 17,900個

目的となる株式数 24,040株 目的となる株式数 23,000株 目的となる株式数 17,900株

保有者数 4名 保有者数 4名 保有者数 4名

取 締 役
(監査等委員)

新株予約権の数 6,850個 新株予約権の数 8,800個 新株予約権の数 3,800個

目的となる株式数 6,850株 目的となる株式数 8,800株 目的となる株式数 3,800株

保有者数 1名 保有者数 1名 保有者数 1名

Ⅲ　会社の新株予約権等に関する事項
　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株
予約権の状況

　（注）新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役の地位を喪失した時に限り、新株予約権
を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失し
た日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括して行使することができ
る。
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 田 中 義 人 ベルテクス㈱代表取締役会長

代 表 取 締 役 社 長 土 屋 明 秀 ベルテクス㈱代表取締役社長

取 締 役 髙 根 　 総

取 締 役 仙 波 　 昌
ベルテクス㈱取締役副社長
ベルテクス建設㈱代表取締役社長

取締役（常勤監査等委員） 花 村 進 治

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 高 山 丈 二 ㈱I.G.M.Holdings監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 小 池 邦 吉 港総合法律事務所
中央労働金庫理事

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 曽 小 川 久 貴 公益社団法人日本下水道協会顧問

Ⅳ　会社役員に関する事項
1.　取締役の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2022年３月31日現在）

（注）1. 取締役（監査等委員）高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏は、社外取締役であり、東
京証券取引所に独立役員として届け出ております。

　　　2. 当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への
出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、
花村進治氏を常勤の監査等委員として選定しております。

　　　3. 取締役（常勤監査等委員）花村進治氏は、過去において㈱ホクコン（現ベルテクス㈱）の総
合企画本部長として、長年にわたり財務及び会計に関する業務に携わっておりました。その
後も同社の代表取締役として経営に携わり、財務及び会計について相当程度の知見を有して
おります。

　　　4. 当社は、各取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険（D&O保険）契約を締結しております。保険料は全額当社が負担しており、被保険者が
その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによっ
て生ずることのある損害について填補する内容であります。
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2.　取締役の報酬等
1.　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しておりま
す。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について、報酬委員会へ諮問し、答
申を受けております。
　また、取締役会は当事業年度における報酬等の決定については、報酬委員会で決定した方針に従
って個人別の報酬額を決定していることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断してお
ります。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりであります。

a.基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する
よう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえ
た適正な水準とすることを基本方針といたします。具体的には、取締役（社外取締役を除く）
の報酬は、固定報酬としての基本報酬と業績指標を基礎としてその数が算定される非金銭報酬
（以下「業績連動非金銭報酬」という。）としてのストックオプションにより構成し、社外取
締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うことといたします。

b.基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の基本報酬は、月例の固定報
酬とし、株主総会で決議された報酬等の額の範囲内で、社会的水準、従業員給与との均衡及
び会社の業績等を踏まえ、その総額を定めたうえで、個人別の実績、会社の業績、職務の内
容、職位及び成果等を踏まえ、総合的に勘案して決定するものといたします。

C.業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および数の算定方法の決定に関する方針
業績連動非金銭報酬等は、株価上昇によるメリットおよび下落によるリスクを中長期的に株主
と共有することで、業績向上と株式価値向上へのインセンティブを高めるため業績指標
（KPI）を反映したストックオプションとし、各事業年度の連結営業利益額の基準値に対する
達成率に応じて算出された数（短期インセンティブ）および各事業年度の連結営業利益率の基
準値に対する達成率にROIC Spread を加味して算出された数（長期インセンティブ）の合計
数を毎年、一定の時期に付与いたします。基準となる業績指標とその値は、中期経営計画と整
合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて任意の報酬委員会の答申を踏まえ
た見直しを行うものといたします。なお、当連結会計年度に係わる連結営業利益の実績は、
61.4億円でした。

d.金銭報酬の額または業績連動非金銭報酬等の数の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の
決定に関する方針
取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や類似する業種・業態に属す
る企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、任意の報酬委員会が審議ならびに取締役会に
対する答申を行い、取締役会は当該答申内容を尊重し、決定することといたします。なお、報
酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：業績連動非金銭報酬等（短期インセンティブ）：
業績連動非金銭報酬等（長期インセンティブ）＝70：15：15といたします（KPI を 100%達
成の場合）。
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対象役員
人数

報酬等の種類別の総額
報酬等の総額

基本報酬 賞与 株式報酬
名 百万円 百万円 百万円 百万円

取締役 （監査等委員を除く） 4 94 ー 46 140
うち社外取締役 ー ー ー ー ー

取締役 （監査等委員） 4 41 3 9 53
うち社外取締役 3 18 3 － 21

合計 8 135 3 56 194
うち社外役員 3 18 3 ー 21

e.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、任意の報酬委員会が審議ならびに取締役会に対する答申を行
い、取締役会は当該答申内容を尊重し、決定することといたします。

2.　当事業年度に係る報酬等の総額

(注)１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。
２. 取締役（監査等委員を除く。以下「取締役」という。）の報酬限度額は、2021年６月29日開

催の第3回定時株主総会において、年額200百万円以内、株式報酬型ストック・オプション報
酬額年額80百万円と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は4名で
す。

3. 監査等委員の報酬限度額は、2021年６月29日開催の第3回定時株主総会において、年額60百
万円以内、株式報酬型ストック・オプション報酬額（社外取締役を除く）年額20百万円と決
議しております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員の員数は４名（うち、社外取締役は
３名）です。

4. 上記のストックオプションに係る報酬等の総額には、当事業年度における費用計上額を記載し
ております。
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区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

取 締 役
（監査等委員） 高 山 丈 二 ㈱I.G.M.Holdings監査役 特別の関係はありません

取 締 役
（監査等委員） 小 池 邦 吉 港総合法律事務所

中央労働金庫理事 特別の関係はありません

取 締 役
（監査等委員） 曽 小 川 久 貴 公益社団法人日本下水道協会顧問 特別の関係はありません

区 分 氏 名 出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役
割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役
（監査等委員） 高 山 丈 二

当事業年度に開催の取締役会には、14回全てに出席いたしまし
た。主に行政機関での経験及び知見に基づき、取締役会では当
該視点から積極的に意見を述べており、独立性を踏まえた中立
の立場から意思決定の妥当性、適正性を確保するための適切な
役割を果たしております。また、当該事業年度開催の監査等委
員会には12回全てに出席し独立性を踏まえた中立の立場から監
査等委員会への助言・指導を実施しました。

取 締 役
（監査等委員） 小 池 邦 吉

当事業年度に開催の取締役会には、14回全てに出席いたしまし
た。主に弁護士としての専門的見地から、当社の経営上有用な
指摘、意見を述べ、取締役会機能の強化に十分な役割・責務を
果たしております。また、監査等委員会には12回全てに出席
し、客観的・中立的な立場から監査等委員会への助言・指導を
実施しました。

取 締 役
（監査等委員） 曽 小 川 久 貴

当事業年度に開催の取締役会には、14回全てに出席いたしまし
た。主に公益社団法人日本下水道協会の理事長等の経験に基づ
く経営監督に関する高い見識と、下水道分野に精通した幅広い
知識から、当社の経営に対する実効性の高い監督等に十分な役
割・責務を果たしております。また、監査等委員会には12回全
てに出席し、独立性を踏まえた中立の立場から監査等委員会へ
の助言・指導を実施しました。

3.　社外役員に関する事項
(1) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

(2) 当事業年度における主な活動状況

(3) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役高山丈二氏、社外取締役小池邦吉氏及び社外取締役曽小川久貴
氏と、会社法第423条第１項の責任について、各氏がその職務を行うにあたり善意で
かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める額を限度として賠償責
任を負うものとする責任限定契約を締結しております。
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Ⅴ　会計監査人の状況（2022年３月31日現在）
1.　会計監査人の名称
四谷監査法人

2.　会計監査人の報酬等の額
(1) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額　　32百万円
(2) 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計金額

32百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年
度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

3.　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定
いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認められる場合に
は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

4.　責任限定契約の内容の概要
　当社と四谷監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額を限度と
しております。
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Ⅵ　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
1.　業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他業務
の適正を確保するための体制は以下のとおりであります。
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社及びグループ各社全役職員に対し、コンプライアンスの周知・徹底を図りま

す。
② 内部監査室の監査及び社内外に通報窓口を設けた内部通報体制等により、コンプラ

イアンスの順守状況の把握に努めるとともに、万一、コンプライアンスに関連する
事態が発生した場合には、その内容・対処案がトップマネジメント、取締役会、監
査等委員会に報告され、適切な対応がとられる体制とします。

③ 代表取締役は、コンプライアンス基本規程に従い、必要な人員配置、マニュアル等
の整備を行います。

④ 反社会的勢力には、毅然として対応し、一切関係を持たないこととします。新規取
引先の事前審査、契約書等への反社会的勢力排除条項の規定などを行い、反社会的
勢力との関係遮断に努めるとともに、不当要求を受けた場合に備え、警察や弁護士
等外部専門機関と連携した体制を整備します。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、稟議書など、取締役の職務の執行に係る情報・文書等の取扱いは、
当社社内規程等に従って、適切に保存・管理を行い、他の取締役において常に閲覧でき
るものとします。
(3) 損失の危険の管理に関する規則その他の体制
① 企業価値に影響を与えるおそれがあるリスクについて、各部門にリスク管理推進担
当者を置き、リスクの早期把握と迅速且つ的確な対応を確保するものとします。

② 総務・コンプライアンス室は、当社グループの業務執行に伴う様々なリスクの特
定・評価、対応策の立案及びリスク顕在化時の損失極小化に向けた体制整備、並び
に事業継続を確保するための事業継続計画（BCP）の策定・定着化・適時の見直し
を統括します。

③ 内部監査室は、定期的に監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏
なきよう確認し、必要あれば監査方法の改定を行います。

④ 不測の事態が発生した場合には、対策本部の設置など組織対応を行い、必要に応じ
て弁護士など専門家のアドバイスを受け、適切な対応を行うものとします。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、原則として、毎月1回取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時に
開催し、迅速且つ適切な意思決定を図ります。

② 取締役会において、取締役の業務分掌を定め、代表取締役及び各業務担当取締役の
権限と責任を明確にし、効率的な業務執行を図ります。
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(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社グループとしての業務の適正と効率を確保するため、グループ各社における内

部統制システムの構築とコンプライアンス経営の推進を指導します。また、内部監
査室は、グループ各社の監査についても取り組むものとします。

② 取締役は、グループ各社の重要な業務執行のうち、当社またはグループ経営上、必
要と認める事項について、当社において決裁・承認を行うものとします。

③ その他、グループ各社の業務執行については、「関係会社管理規程」に基づき、事
前承認または報告を求め、業務執行の決定に関する権限の明確化と業務の適正化を
確保します。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項及び当該取締役及び
使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項並び
に監査等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
①　監査等委員会の職務を補助するため、補助使用人を配置するものとしております。
なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は設置しません。

②　監査等委員会の補助使用人は、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行し、その評
価については監査等委員会の意見を聴取して決定します。

(7) 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報
告に関する事項
① 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人、並びに、グループ各

社の取締役、監査役及び使用人、又はこれらの者から報告を受けた者は、監査等委
員会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情報提供
を行うこととします。

② 監査等委員会は、必要に応じ、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及
び使用人、並びに、グループ各社の取締役、監査役及び使用人から報告又は情報の
提供を受け、会議の資料や記録の閲覧等を行うことができるものとします。

③ 監査等委員会に対し報告等を行った当社の取締役（監査等委員である取締役を除
く）及び使用人、並びに、グループ各社の取締役、監査役及び使用人に対しては、
当該報告をしたことを理由としていかなる不利益な取扱いも行わないものとしま
す。

(8) 監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員会が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求を
したときは、監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やか
に当該費用または債務を処理いたします。
(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は代表取締役と定期的な会議を開催し、意見や情報の交換を行える体制
とします。
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2.　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(1) 当社は、当社グループにおける業務の適正を確保するために「内部統制システム構築
の基本方針」を定めるとともに、諸規程の体系化及び業務標準化を適時適切に整備する
ことにより、業務の適正を確保するとともに企業価値の向上に努めております。
また、内部統制システムの運用状況を踏まえながら、内部統制システムの改善及び強化
に継続的に取り組んでおります。
(2) グループ各社の業務の遂行状況についても、適時適切に当社取締役会への報告が行わ
れております。また総務・コンプライアンス室はグループ各社と連携し、当社グループ
全体としてのリスク管理を統括しております。
(3) 当社の取締役及びグループ各社の取締役は常に意思疎通を図り、重要な業務執行のう
ち、当社又はグループ経営上、必要と認める事項について、当社において決裁・承認を
行い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行います。また、監査等
委員会は代表取締役と定期的な会議を開催し、意見や情報の交換を行える体制を確保
し、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保しております。

Ⅶ　株式会社の支配に関する基本方針
　特記すべき事項はありません。

Ⅷ　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、将来の事業展開
と経営体質の強化のために必要な内部留保金を確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施
していくことを基本方針としております。今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込ま
れる事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値の向上並びに株主価
値の増大に努めてまいります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、連結業績が期首予想を上回る結果となったこと
を勘案し、1株当たり普通配当65円に、特別配当15円を加え、1株当たり80円とさせてい
ただく予定です。

　本事業報告中における記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資　産　の　部)

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
未 成 工 事 支 出 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

31,143,349
12,905,546
9,871,147
2,818,635
250,403
3,916,875
129,945
722,884
536,304
△8,394

16,276,612
12,396,107
2,682,971
1,001,880
489,227
8,135,977
11,813
74,236

360,122
3,520,383
1,147,190
26,308
115,041
1,267,493
1,140,399
△176,049

　

(負　債　の　部)
流 動 負 債 13,171,748
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,983,538
電 子 記 録 債 務 3,493,166
短 期 借 入 金 2,450,000
1 年 内 返 済 長 期 借 入 金 755,678
リ ー ス 債 務 11,202
未 払 法 人 税 等 1,226,579
賞 与 引 当 金 471,101
そ の 他 1,780,481

固 定 負 債 5,052,011
長 期 借 入 金 836,709
リ ー ス 債 務 1,556
繰 延 税 金 負 債 781,919
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,086,281
再評価に係る繰延税金負債 650,951
工 場 閉 鎖 損 失 引 当 金 90,050
資 産 除 去 債 務 382,425
そ の 他 222,116
負 債 合 計 18,223,759

(純 資 産 の 部)
株 主 資 本 27,694,359

資 本 金 3,000,000
資 本 剰 余 金 1,535,868
利 益 剰 余 金 25,161,031
自 己 株 式 △2,002,540

その他の包括利益累計額 1,351,010
その他有価証券評価差額金 131,211
土 地 再 評 価 差 額 金 1,219,799

新 株 予 約 権 150,832
純 資 産 合 計 29,196,202

資 産 合 計 47,419,962 負 債 及 び 純 資 産 合 計 47,419,962

(2022年３月31日現在)
（単位　千円）
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連 結 損 益 計 算 書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

科 目 金 額
売 上 高 37,514,660
売 上 原 価 25,607,161
売 上 総 利 益 11,907,498

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,763,596
営 業 利 益 6,143,902

営 業 外 収 益
受 取 利 息 537
受 取 配 当 金 36,846
経 営 指 導 料 40,000
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 23,020
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 94,836
そ の 他 173,231 368,474

営 業 外 費 用
支 払 利 息 27,787
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 15,913
そ の 他 33,680 77,381
経 常 利 益 6,434,995

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 85,905 85,905

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 632
固 定 資 産 除 却 損 8,920
関 係 会 社 株 式 売 却 損 28,417
退 職 給 付 制 度 改 定 損 91,383 129,353

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,391,548
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,150,241
法 人 税 等 調 整 額 △821 2,149,420
当 期 純 利 益 4,242,127
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,242,127

(単位　千円）
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連結株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,000,000 4,448,599 21,708,509 △4,362,661 24,794,447
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △788,665 △788,665
親会社株主に帰属する当期純利益 4,242,127 4,242,127
自 己 株 式 の 取 得 △558,595 △558,595
自 己 株 式 の 処 分 △673,236 679,221 5,985
自 己 株 式 の 消 却 △2,239,495 2,239,495 －
持分法の適用範囲の変動 △940 △940
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － △2,912,731 3,452,521 2,360,120 2,899,911
当 期 末 残 高 3,000,000 1,535,868 25,161,031 △2,002,540 27,694,359

その他の包括利益累計額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
土 地 再 評 価
差 額 金

その他の包括
利益累計額合

計
当 期 首 残 高 159,587 1,219,799 1,379,386 74,863 26,248,697
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △788,665
親会社株主に帰属する当期純利益 4,242,127
自 己 株 式 の 取 得 △558,595
自 己 株 式 の 処 分 5,985
自 己 株 式 の 消 却 －
持分法の適用範囲の変動 △940
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △28,375 △28,375 75,969 47,593

当 期 変 動 額 合 計 △28,375 － △28,375 75,969 2,947,504
当 期 末 残 高 131,211 1,219,799 1,351,010 150,832 29,196,202

(単位　千円）
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貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
(資　産　の　部)

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

1,577,793
1,342,668

7,202
166,194
61,728

7,394,568
21,897
19,426
2,470

112,421
7,260,249
55,240

7,055,981
55,500
93,528

　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 177,921
未 払 金 121,578
未 払 費 用 11,377
未 払 法 人 税 等 9,405
未 払 消 費 税 等 25,247
賞 与 引 当 金 6,843
預 り 金 3,468
固 定 負 債 1,200,000
関 係 会 社 長 期 借 入 金 1,200,000
負 債 合 計 1,377,921
(純　資　産　の　部)

株 主 資 本 7,443,608
資 本 金 3,000,000
資 本 剰 余 金 4,498,351
資 本 準 備 金 750,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,748,351
利 益 剰 余 金 1,738,242
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,738,242
繰 越 利 益 剰 余 金 1,738,242
自 己 株 式 △1,792,985
新 株 予 約 権 150,832
純 資 産 合 計 7,594,440

資 産 合 計 8,972,361 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,972,361

(2022年３月31日現在)
(単位　千円）
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損 益 計 算 書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

科 目 金 額
営 業 収 益 1,403,768
営 業 費 用 446,934
営 業 利 益 956,833
営 業 外 収 益

雑 収 入 692 692
営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,669
自 己 株 式 取 得 費 用 2,735 19,405
経 常 利 益 938,120
税 引 前 当 期 純 利 益 938,120
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,128
法 人 税 等 調 整 額 △24,050
当 期 純 利 益 923,041

(単位　千円）
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株主資本等変動計算書

（2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 3,000,000 750,000 6,291,763 7,041,763
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △600,103 △600,103
自 己 株 式 の 消 却 △1,943,309 △1,943,309
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △2,543,412 △2,543,412
当 期 末 残 高 3,000,000 750,000 3,748,351 4,498,351

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,603,865 1,603,865 △3,783,787 7,861,842 74,863 7,936,706
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △788,665 △788,665 △788,665 △788,665
当 期 純 利 益 923,041 923,041 923,041 923,041
自 己 株 式 の 取 得 △558,595 △558,595 △558,595
自 己 株 式 の 処 分 606,088 5,985 5,985
自 己 株 式 の 消 却 1,943,309 ー ー
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) ー 75,969 75,969

当 期 変 動 額 合 計 134,376 134,376 1,990,801 △418,234 75,969 △342,265
当 期 末 残 高 1,738,242 1,738,242 △1,792,985 7,443,608 150,832 7,594,440

(単位　千円）
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会計監査人の監査報告書　謄本

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 井 　 忠 弘

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐々木　大作

独立監査人の監査報告書
2022年５月25日

株式会社ベルテクスコーポレーション
取締役会　御中

四谷監査法人
東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ベルテクスコーポレーションの2021年４月１日から2022
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ベルテクスコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して
責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石 井 　 忠 弘

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐々木　大作

独立監査人の監査報告書
2022年５月25日

株式会社ベルテクスコーポレーション
取締役会　御中

四谷監査法人
東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ベルテクスコーポレーションの2021年４月１日から
2022年３月31日までの第４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計
算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2021年4月１日から2022年3月31日までの第４期事業年度における取締役の職務の執行について監査
いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
1.　監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに揚げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類その他業務
に関する重要な書類等の内容を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。
②取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するために体制」（会社計算規則第131条各号に揚げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2.　監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人四谷監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人四谷監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査等委員（取締役）花 村 進 治 ㊞
監査等委員（社外取締役）高 山 丈 二 ㊞
監査等委員（社外取締役）小 池 邦 吉 ㊞
監査等委員（社外取締役）曽 小 川 久 貴 ㊞

2022年５月26日
株式会社ベルテクスコーポレーション　監査等委員会

　
以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社の配当方針につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部
留保金を確保しつつ、安定的かつ継続的な配当を実施していくことを基本方針としており
ます。
　また、当期につきましては、連結業績が期首予想を上回る結果となったことを勘案し、1
株当たり普通配当65円に、特別配当15円を加え以下のとおりとさせていただきたく存じま
す。

期末配当に関する事項
（１） 配当財産の種類

金銭といたします。
（２） 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金　80円　　総額　719,178,800円となります。
（３） 剰余金の配当が効力を生ずる日

2022年６月30日としたいと存じます。
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現行定款 変更案
第3章　株主総会 第3章　株主総会
第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算
書類及び連結計算書類に記載又は表
示をすべき事項に係る情報を、法務
省令に定めるところに従いインター
ネットを利用する方法で開示するこ
とにより、株主に対して提供したも
のとみなすことができる。

（削　除）

第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規
定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制
度が導入されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定め
ることが義務付けられることから、変更案第16条第１項を新設するものでありま
す。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書
面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範
囲に限定することができるようにするため、変更案第16条第２項を新設するもので
あります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第16条の規定は不要とな
るため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。な
お、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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現行定款 変更案
（新　設） 第16条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置を
とる。

２．当会社は、電子提供措置をとる事
項のうち法務省令で定めるものの
全部又は一部について、議決権の
基準日までに書面交付請求をした
株主に対して交付する書面に記載
することを要しないものとする。

附　則
（新　設）

附　則
第２条 変更前定款第１６条の削除及び変

更後定款第１６条の新設は、会社
法の一部を改正する法律（令和元
年法律第７０号）附則第１条ただ
し書きに規定する改正規定の施行
の日である２０２２年９月１日か
ら効力が生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、２０２
２年９月１日から６か月以内の日
を株主総会の日とする株主総会に
ついては、変更前定款第１６条
は、なお効力を有する。

３．本条の規定は、２０２２年９月１
日から６か月を経過した日又は前
項の株主総会の日から３か月を経
過した日のいずれか遅い日後にこ
れを削除する。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１
た

田
なか

中
 

　
よし

義
ひと

人
（1958年６月27日生）

    1981年    4 月 北陸コンクリート工業㈱（現ベルテクス㈱）入社
    1992年    4 月 同社武生工場長
    2001年    4 月 同社環境事業本部ビオシステム事業所長
    2006年    6 月 同社執行役員技術本部長
    2008年    3 月 メンテナンス調査設計㈱（現㈱M･T技研）代表取締役社長
    2011年    3 月 ㈱ホクコン（現ベルテクス㈱）技術本部長
    2011年    6 月 同社取締役執行役員技術本部長
    2013年    6 月 同社取締役常務執行役員技術本部長
    2015年    6 月 同社取締役専務執行役員技術本部長
    2016年    2 月 同社代表取締役副社長技術本部長
    2018年    10月 当社取締役副会長
    2019年    3 月 ㈱ホクコン（現ベルテクス㈱）代表取締役副社長環境事業本部長
    2019年    6 月 同社代表取締役社長

2020年    6 月 当社代表取締役会長（現任）
2021年４月 ベルテクス㈱代表取締役会長（現任）

（現在に至る）

15,139 株

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）4名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ）全員（４名）は、
本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適
任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

２
つち

土
や

屋
 

　
あき

明
ひで

秀
（1962年１月19日生）

    1984年    4 月 スズキ㈱入社
    2005年    7 月 日本ゼニスパイプ㈱（現ベルテクス㈱）入社営業推進部長
    2006年    9 月 同社営業本部長兼東京支店長
    2007年    8 月 同社取締役営業本部長兼東京支店長兼名古屋支店長
    2009年    4 月 同社取締役営業本部長兼東京支店長兼大阪支店長
    2009年    8 月 同社常務取締役営業本部長兼東京支店長兼大阪支店長
    2011年    4 月 同社取締役常務執行役員営業本部長兼東京支店長
    2013年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）取締役
    2014年    4 月 ゼニス羽田㈱（現ベルテクス㈱）常務取締役
    2017年    4 月 同社代表取締役社長（現任）
    2017年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）代表取締役社長

2020年６月 当社代表取締役社長（現任）
（現在に至る）

11,808株

３
たか

髙
ね

根
 

　
さとし

総
（1958年10月23日生）

    1982年    4 月 ㈱協和銀行（現㈱りそな銀行）入行
    2000年    7 月 ㈱あさひ銀行（現㈱りそな銀行）等々力支店長
    2002年    6 月 ㈱ハネックス（現ベルテクス㈱）管理本部部長
    2010年    6 月 同社取締役管理本部長
    2011年    12月 同社取締役常務執行役員
    2013年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）取締役
    2014年    4 月 ゼニス羽田㈱(現ベルテクス㈱）代表取締役専務
    2017年    4 月 同社代表取締役会長
    2017年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）代表取締役会長
    2018年    10月 当社取締役副会長

2020年    6 月 当社取締役（現任）
（現在に至る）

2,012 株
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

４
せん

仙
ば

波
 

　
まさし

昌
（1965年２月17日生）

    1987年    4 月 羽田コンクリート工業㈱（現ベルテクス㈱）入社
    1992年    9 月 同社専務取締役
    2002年    9 月 同社代表取締役社長
    2012年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）代表取締役副社長
    2014年    4 月 ゼニス羽田㈱(現ベルテクス㈱）代表取締役副社長
    2017年    4 月 同社取締役副社長（現任）
    2018年    10月 当社取締役副社長
    2020年    4 月 ゼニス建設㈱（現ベルテクス建設㈱）代表取締役社長（現任）
    2020年    6 月 当社取締役（現任）

（現在に至る）

155,234 株

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　　2. 所有する当社の株式数には、役員持株会の保有分を含んでおります。
　　　　3. 当社は、各取締役候補者を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を締結しております。保険料は全額当社が負担しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこ
とまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補する内容で
あり、各取締役候補者の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契
約は次回更新時において同内容で更新する予定であります。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

１
はな

花
むら

村
 

　
しん

進
じ

治
（1957年６月８日生）

    1980年    4 月 北陸コンクリート工業㈱（現ベルテクス㈱）入社
    1998年    3 月 同社技術本部設計技術チームリーダー
    2000年    6 月 同社執行役員技術本部長代行兼機能保証チームリーダー
    2003年    4 月 同社執行役員生産副統括部長兼兵庫工場長
    2006年    6 月 同社取締役生産本部長兼兵庫工場長
    2008年    3 月 同社取締役執行役員総合企画本部長
    2010年    6 月 同社取締役常務執行役員総合企画本部長
    2013年    6 月 同社取締役専務執行役員総合企画本部長
    2014年    6 月 同社代表取締役社長総合企画本部長
    2017年    3 月 同社代表取締役社長
    2018年    10月 当社代表取締役会長
    2019年    6 月 ㈱ホクコン（現ベルテクス㈱）代表取締役会長

2020年    6 月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）
（現在に至る）

14,995 株

２
たか

高
やま

山
 

　
じょう

丈
じ

二
（1951年９月１日生）

    2004年    4 月 会計検査院事務総長官房総括審議官
    2004年    12月 同検査院第３局長
    2007年    7 月 同検査院第５局長
    2008年    7 月 国立国会図書館専門調査員
    2011年    10月 独立行政法人日本原子力研究開発機構監事
    2014年    6 月 ㈱ホクコン（現ベルテクス㈱）社外取締役
    2016年    2 月 ㈱Ｉ.Ｇ.Ｍ.Ｈoldings監査役(現任）
    2018年    10月 当社社外取締役

2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
（現在に至る）

 0 株

第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　監査等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）は、本総会終結の時をもって任期
満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）の選任をお願いい
たしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する

当社の株式数

３
こ

小
いけ

池
 

　
くに

邦
よし

吉
（1969年７月９日生）

    1996年    4 月 弁護士登録（東京弁護士会所属）（現任）
港総合法律事務所入所（現任）

    2007年    11月 東京弁護士会綱紀委員会委員
    2008年    4 月 法政大学法科大学院非常勤講師（現任）
    2011年    4 月 法政大学公務人材育成センター講師
    2011年    10月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）法律顧問
    2015年    6 月 ゼニス羽田ホールディングス㈱（現ベルテクス㈱）社外取締役
    2016年    6 月 中央労働金庫理事（現任）
    2018年    10月 当社社外取締役

2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
（現在に至る）

100 株

４
そ

曽
お

小
かわ

川
 

　
ひさ

久
たか

貴
（1947年10月21日生）

    1971年    4 月 建設省（現国土交通省）入省
    2000年    6 月 同省都市局下水道部長
    2001年    1 月 国土交通省都市・地方整備局下水道部長
    2003年    10月 財団法人下水道新技術推進機構（現公益財団法

人下水道新技術推進機構）専務理事
    2005年    7 月 日本下水道事業団理事（事業統括担当）
    2008年    7 月 同事業団副理事長
    2009年    7 月 同事業団理事長
    2012年    7 月 公益社団法人日本下水道協会理事長
    2017年    6 月 同協会顧問（現任）
    2019年    6 月 当社社外監査役

2020年    6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
（現在に至る）

 0 株

(注)1.　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏は社外取締役候補者であります。
3.　高山丈二氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は主に行政機関での経験を通じて培った豊富な知識と高

い見識を有しており、引き続きそれらの見識等を活かした専門的な立場で取締役の職務執行に対する監督、
助言等いただくことを期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、当社の意思決定において
妥当性・適正性を確保するために、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由に
より社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

4.　小池邦吉氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は弁護士としての経験・見識が豊富であり、法令を含む
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企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視をすることを期待したためであります。
また、同氏が選任された場合は、当社の意思決定において妥当性・適正性を確保するために、客観的・中立
的立場で関与いただく予定です。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、同氏は弁護士
として企業法務に精通しており、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断してお
ります。

5.　曽小川久貴氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は公益社団法人日本下水道協会の理事長等の経験を通
じ下水道分野に精通され、また幅広い知識と高い見識を有しており、引き続きそれらの見識等を活かした専
門的な立場で取締役の職務執行に対する監督、助言等いただくことを期待したためであります。また、同氏
が選任された場合は、当社の意思決定において妥当性・適正性を確保するために、客観的・中立的立場で関
与いただく予定です。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、上記の理由に
より社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

6.　高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、高
山丈二氏、小池邦吉氏の在任期間は、本総会終結の時をもって３年９ヶ月、曽小川久貴氏の社外取締役とし
ての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。なお、曽小川久貴氏は、過去に当社の社外監査
役であったことがあります。

7.　当社は、高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏
の再任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を継続する予定であります。

8.　当社は、各取締役候補者を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
締結しております。保険料は全額当社が負担しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことま
たは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補する内容であり、
各取締役候補者の選任が承認された場合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回
更新時において同内容で更新する予定であります。

9.　当社は、東京証券取引所の定めに基づき高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏を独立役員として届け出
ております。高山丈二氏、小池邦吉氏及び曽小川久貴氏の再任が承認された場合は、各氏は引続き独立役員
となる予定であります。
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氏 名 企業経営 マーケティング
営業 製造・技術 開発・R&D 人事・労務 法務 財務会計 行政経験

田 中 義 人 ● ● ●

土 屋 明 秀 ● ● ●

髙　根　　　総 ● ● ●

仙　波　　　昌 ● ● ●

花 村 進 治 ● ● ●

高 山 丈 二 ● ●

小 池 邦 吉 ● ●

曽小川　久　貴 ● ●

参考
スキルマトリックス

以　上
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メ　　モ



総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりません。
あらかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
東京都千代田区麹町六丁目６番地
スクワール麹町　３階会議室

至新宿至新宿
至半蔵門至半蔵門

丸ノ内線
四ツ谷駅
丸ノ内線
四ツ谷駅

JR 四ツ谷駅JR 四ツ谷駅

上智大学

新宿通り

スクワール麹町

ベルギー
大使館
ベルギー
大使館

有楽町線
麹町駅
有楽町線
麹町駅

番町小学校番町小学校

日本テレビ

聖イグナチオ
教会

聖イグナチオ
教会

南北線
四ツ谷駅
南北線
四ツ谷駅

雙葉学園

アトレ２
３３

２１

３

５

６

至
東
京

至
市
ケ
谷

麹
町
口

Ｊ
Ｒ
中
央
線
・
総
武
線

南
北
線

南
北
線

至
銀
座

【交通のご案内】
ＪＲ四ツ谷駅「麹町口」より徒歩約1分
東京メトロ（丸ノ内線）四ツ谷駅より徒歩約1分
東京メトロ（南北線）四ツ谷駅より徒歩約1分
東京メトロ（有楽町線）麹町駅より徒歩約10分


